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第１３章 

 

健康経営が企業成長に与える影響 

―「健康経営度調査」に基づく実証分析― 

 

鈴木 優雨 

 

 

要約 

 

企業における従業員の健康管理を経営的視点で検討・実行する「健康経営」のアプローチ

は、欧米を中心とした様々な国で普及と推進が掲げられている。しかし、「健康経営」に関

して実証的に検討する既存研究は諸外国において豊富である反面、国内における健康経営

の効果に関しては明確になっていない。そのため、本稿では、2019 年および 2021 年の日

本企業 2000 社に対して行われた「健康経営度調査」のデータを用いた上で、企業の健康経

営が財務指標から企業成長に与える影響を検証した。分析結果からは、健康経営の指標と財

務指標に関して顕著な関係性は確認できなかったものの、健康診断・ストレスチェックに代

表される個人の健康課題の把握と管理職への健康経営に関する教育支援の充実は、少なか

らず企業成長の促進に寄与する傾向が明らかになった。従業員に対するこまめな健康状態

の把握と並行して、健康経営の理解を深める教育や学習企画の拡充を行うことが重要と言

える。 

 

 

１．はじめに 

 

企業の従業員に対する健康管理に注目が集まったのは、2020 年の新型感染症の蔓延によ

るものが大きい。パンデミックに伴い日本国内にある企業の中には事業形態の変更を余儀

なくされた結果、業績が大きく揺らいだ企業が多く存在している。その証左として、民間が

実施した中小企業の意識調査によれば、新型感染症流行に伴い売上減少を経験した中小企

業は 70%に及び、そのうち、経営課題を「コロナ感染拡大による売上減」と回答した企業の

割合は 65.5％1に及んだ。このような売上への大きな打撃を被る傍ら、国内企業の多くは感

染防止対策の一環として従業員の健康管理や勤務形態の刷新を図った。その結果、内閣府の

調査によれば、約 50%の従業員が「感染症拡大前と比べ、生活を重視するようになった」と

 
1 株式会社東京商工リサーチの2021年度調査による。https://www.tsr-net.co.jp/data/detail 

/1190812_1527.html (2023 年 11 月 12 日)。 
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回答した他、「家族と過ごす時間が増えた」と回答した従業員は約 70%を超えた2。リモート

ワークをはじめとした企業の新たな健康施策によって、従業員も生活や健康に対する意識

の変化を少なからず経験したといえる。このような社会の変化は、2019 年から政府主導で

推進されている従業員の健康へ配慮した経営形態への見直しの動きを一層強めることとな

った。中でも、昨今多くの国内企業が注力しているのが、健康管理を経営的視点から検討し

戦略的に実践する「健康経営」と呼ばれる経営形態の実装である。 

「健康経営」とは、企業が従業員の健康維持・増進を図る施策に投資を行い、企業利益に

つなげる経営を行う積極的な概念として定義されるものである3。留意したいのは、従来の

いわゆる「健康管理 (Healthy Management )」、つまり、従業員の良い健康状態を持続させ

ることで企業における営業活動を円滑に保つという受動的な概念とは異なるという点であ

る。 

この「健康経営」という概念は、欧米諸国を中心に既に普及が進んでいる。その大きな理

由として、健康経営の推進の有無は企業イメージを左右するだけでなく、ESG 投資の決定

要因になり得るという考えの浸透がある。ESG とは、環境 (Environment)・社会 (Society)・

統治/ガバナンス (Governance) の三つの要素に配慮する必要性を説いた言葉であり、この

ESG に注力している企業へ積極的に投資を行うことを ESG 投資と呼ぶ4。世界における

ESG 投資の合計残高は 35 兆米ドルを超えており5、諸外国では ESG 投資が既に拡大傾向

にあることがわかる。健康経営は ESG のうち社会 (Society) の主要項目である「従業員の

健康と安全」に該当する (尾崎 2017) ため、健康経営に注力することは、投資家からの信

頼や出資につながるといえる。この考えが定着している諸外国では、研究分野において健康

経営が企業成長に与えるメカニズムに関する検証の蓄積も多く (e.g. Raymond et al. 2013)、

各企業でもそれに基づいた独自の取り組みがなされてきた。 

一方、国内においては、諸外国と同様に健康経営の重要性が認知されつつあるものの、未

だ健康経営の実施においては後進的であると言わざるを得ない。原因として、そもそも日本

の人材に対する価値評価は海外に比べて低く、人材投資 (OJT を除く) の国際比較でも国内

企業は GDP における人材への投資率が諸外国と比べ最も低く、かつ減少傾向にあることが

挙げられる6。さらに健康経営に関する研究面においても、労働環境と健康管理に向けた企

 
2内閣府実施の新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する

調査結果による。https://www5.cao.go.jp/keizai2/wellbeing/covid/pdf/result6_covid.pdf (20 

23 年 11 月 23 日）。 
3 経済産業省 HP の「健康経営」についての説明より。https://www.meti.go.jp/policy/mo 

no_info_service/healthcare/kenko_keiei.html (2023 年 11 月 23 日)。 
4 年金積立金管理運用独立行政法人の「ESG 投資」についての説明より。https://www.g 

pif.go.jp/esg-stw/esginvestments/ (2023 年 11 月 23 日)。 
5 Global Sustainable Investment Review 2020 が発表した世界における ESG 投資残高の 

推移より抜粋。 
6 パーソル総合研究所「APAC 就業実態・成長意識調査（2019 年）」を基に経済産業省が作

成。https://rc.persol-group.co.jp/thinktank/data/apac_2019.html (2023 年 11 月 22 日)。 
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業の関わりや健康経営における企業価値の向上についての定性的な知見の蓄積は少なから

ずあるものの (e.g. 新井・玄場 2020)、健康経営の目指すところである従業員の健康促進施

策の積極的な打ち出しと、それによる企業利益の向上についての実証的な研究は未だ少な

い。 

そこで本稿では、経済産業省が公開した日本の企業 2000 社における「健康経営度調査」

の結果を用いて各企業の財務状況と照らし合わせることで、健康経営の推進が実際に企業

利益に影響を与えているのかについて検証する。分析結果からは、2019 年度から 2021 年

度における健康経営の推進と財務指標の、両者の変化率の間には明確な関係性がないこと

がわかった。しかし、健康経営施策の具体的な内容に注目すると、従業員の健康診断および

ストレスチェックの実施と、従業員・管理職に向けた健康経営に関する教育実施が、少なか

らず企業成長につながることが示された。 

続く第 2 節では、国内外における健康経営および従業員の健康に対する施策の効果につ

いて概観した後、第 3 節では、健康経営と企業成長の関係について本稿の理論仮説を導出

する。第 4 節では、仮説検証のためのデータと方法を提示し、第 5 節では、導出された推定

結果について論じる。第 6 節では、本稿の知見を交えながら健康経営のあり方について示

唆を述べたい。 

 

 

２．先行研究 

 

２－１．従業員の健康管理に関する検証 

 

企業が健康経営の一環として行う従業員への健康管理は、一概にメリットのみ表れるわ

けではない。一般的に、健康管理を積極的に推進している職場に勤める人は、そうでない職

場に勤めている人と比べ心理的ストレスを抱えにくい傾向がある7。例えば、健康管理の一

種で、従業員の勤務形態の柔軟性を高めるリモートワークは、従業員の勤務形態の柔軟性を

高める。その結果、感染症の予防に限らず、通勤時間の短縮や勤務場所の制約をなくすこと

による仕事のストレスを減少させ、従業員の成果物の質を高める。 (Gopalakrishnan and 

Kovoor-Misra 2021)。しかし一方で、リモートワークによって椅子に「座りっぱなし」にな

ることは、メンタルヘルスの低下や仕事の生産性の低下につながるという指摘もある 

(Hernández et al. 2021)。また、経済的な側面でみても、労働者や企業の属性による会社で

のリモートワーク実施の格差は、労働者の収入や労働時間の格差にもつながる (江ほか 

2022)。 

それにも関わらず、健康管理において、毎年の新たな衛生基準の規定は、パンデミックを

 
7 ニッセイ基礎研究所のアンケート調査における結果による。https://www.nli-research.co.j 

p/report/detail/id=73022?site=nli (2023 年 11 月 12 日)。 
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例とした未曾有の事態に対して回復力のある企業になるためにも、財政的支援、新しいビジ

ネスシステムの開発等の政策を推進することに並んで必要である (Acciarini et al. 2021)。

企業がワークライフバランスの土壌となる経営形態を整備することは、従業員の健康推進

に直結するかは明確ではないものの、企業の基礎体力の醸成には必要であるといえる。 

 

２－２．健康経営に関する研究 

 

「健康経営」の概念に関しては、主に欧米を中心として健康経営と企業の生産性等の関係

を定量的に検証した研究の蓄積がある (高橋ほか 2022)。例えば、アメリカの優良健康経営

表彰企業を対象とした研究において、アメリカの代表的な株価指数である「S&P500」と 13

年後における株価のパフォーマンス比較がおこなわれた結果、優良健康経営表彰企業が

「S&P500」8より約 1.8 倍に上昇していた (Raymond et al. 2013)。また企業における健康

経営の取り組みについて、2002 年から 2008 年にわたり健康増進プログラムを実施した企

業において、医療支出総額が年間約 3.5%減少し、1 ドルの健康に対する投資につき従業員

一人当たりおよそ 3ドルの投資における収益が得られる結果となった (Henke et al. 2011)。 

日本においては、健康経営に関する研究としては定性的な検証が主として存在する。例え

ば、健康経営における「職場における健康文化」(高橋ほか 2022, p.15) の醸成が進んでい

る職場であるほど、健康リスク数やプレゼンティーイズム（何らかの疾患または症状を抱え

つつも出勤し、業務パフォーマンスが低下している状態）による損失は小さくなる (高橋ほ

か 2022)。また人材採用という観点から見れば、健康経営度の高さは、大学生のその企業に

対する就職意欲を高める効果がある (新井・玄場 2020)。黒田・山本 (2014) は、メンタル

ヘルスにおける対策も含め、健康経営について具体的にどのような施策や制度が効果的か

を検討することが今後の課題としている。以上をふまえ本稿では、財務指標と健康経営の個

別具体的な施策との関係を明確にすることを実際に試みる。 

 

 

３．理論仮説 

 

３－１．健康経営度調査銘柄の効果  

 

諸外国の先行研究によれば、優良な健康経営企業として対外的に認知されることは、株価

をはじめとした企業の業績につながることが明らかになっている (e.g. Fabius et al. 2013)。

そもそも「健康経営」とは、企業に勤める従業員の健康保持や推進にかかる経費を「費用」

 
8 「S&P500」とは、米株式市場の株価指数を指し、証券取引所等に上場している代表 500

銘柄の時価総額によって算出される。https://www.bk.mufg.jp/column/shisan_unyo/0045 

.html (2023 年 11 月 23 日)。 



191 

 

ではなく将来的に収益性等を高める「投資」であると考え、従業員の健康に関する制度設計

を経営戦略の一環としておこなう経営形態を指す。それに追随する「健康経営度調査」は、

法人における健康経営の実践・取組度合いを可視化、経年変化を観察することを目的にした

ものである。経済産業省によれば、同調査は、年度ごとに「健康経営銘柄」および「健康経

営優良法人」の選定に用いるための基礎情報として用いるものであり、法令遵守状況だけで

なく健康経営の取り組むための組織体制の整備から評価・改善の実施にいたる項目から評

価するものである。それぞれの評価は偏差値化され、企業別の結果が対外的に公表される。 

同調査が選定基準となる上記「健康経営銘柄」は、企業価値及び持続的な経営を重視する

投資家に向けた魅力ある企業としての紹介という役割を担う。また、「健康経営優良法人」

とは、企業の規模に関係なく健康経営に取り組む優良な法人の可視化を図ることで社会的

な評価を受けることを目的としている。9 

加えて、同調査は経済産業省が主体となっている調査であることから信頼度も高く、どち

らも投資家をはじめとした世間の注目を集めることから、上記銘柄への認定は企業にとっ

てもメリットが大きい。 

以上のことから、健康経営に熱心に取り組む企業、つまりは従業員の健康管理に注力して

いる企業であるほど投資家の目に留まりやすくなる。その結果、対外的な経済的関係性の構

築が容易になり投資を受けやすくなることを通じ、企業の経済的な成長につながる可能性

が高い。 

 

３－２．従業員への健康施策に対する投資の効果 

 

 また、健康経営の推進は、従業員のパフォーマンスに対して有意に働き、結果として企業

業績の向上につながるかもしれない。例えば、医療スタッフに対する人件費や診察設備やフ

ィットネスジム等の設備費を健康経営における投資とする。上記の先行研究に基づけば、プ

レゼンティーズムの解消をはじめとする生産性の向上や、心理的ストレスの減少によるモ

チベーションの底上げが期待され、投資よりもより大きい額のリターンが企業の業績とし

て見込める可能性がある (e.g. Henke et al. 2011)。また、健康経営への投資によって健康

経営度の指数が高くなるほど、就職先として人気が高まるリクルート効果も期待できると

いえる。これらを踏まえると、具体的には以下の仮説が予想できる。 

  

仮説１ 従業員の健康経営が進んでいる企業ほど、企業成長（財務指標における成長）に

繋がっている。 

 

 
9 経済産業省 HP にある「健康経営度調査」「健康経営優良法人」の説明より。https://www. 

meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkoukeieido-chousa.html (2023 年 11

月 22 日)。 
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４．データと方法 

 

４－１．データ 

 

 本稿では、経済産業省が 2022 年３月に公開した「令和 3 年度健康経営度調査に基づく

2,000 社分の評価結果」を用いて、健康経営の推進が企業の財務指標に与える影響を調査す

る。データの取得対象年度に関しては、健康経営度調査のデータ制約の関係上、分析対象年

度を絞り、2019 年度と 2021 年度において検証した。 

 分析対象となる企業に関しては、令和 3 年度健康経営度調査に回答した 2,869 社 (上場企

業 1,058 社を含) から評価結果の開示に同意した 2,000 社のデータを使用し、そのうち、従

属変数の財務指標が入手可能な約 400 社を調査対象とした。詳細な変数の説明および記述

統計は以下の表 1、表 2 を参照されたい。 

 

表１ 変数説明 

 

変数名 変数説明 出典

log (当期純利益) １事業年度に計上されるすべての収益から，すべての費用を差し引いて計算

される当期の最終的な純利益を自然対数化した値。

「Electric Disclosure for Investors’

NETwork (EDINET)」
log (ROE) ROE (%) ＝ (当期純利益÷自己資本) ×100で算出される財務指標を自然対数

化した値。

log (営業利益) 総売上から売上原価、販売費、一般管理費を差し引いて算出される利益を自

然対数化した値。

log (時価総額) 株価×発行株数を自然対数化した値。

log (売上高) 各企業の売上高を自然対数化した値。

log (従業員数) 各企業の従業員数を自然対数化した値。 「有価証券報告書」、「民間給与実

態統計調査」

経営理念・方針偏差値 健康経営推進に対する社内外への発信及び普及拡大活動の度合。 「経済産業省　令和3年度　健康経営

度調査」

組織体制偏差値 健康づくりにおける責任者のポジションと健保等保険者との連携の度合。

制度・施策実行偏差値 従業員の健康課題の把握、ヘルスリテラシーの向上、保健指導、メンタルヘ

ルス対策の推進度合。

評価・改善偏差値 健康経営における施策の効果検証度合。

1_1 明文化・社内浸透偏差値 全社方針の明文化と健康経営で解決する経営上の課題特定の推進度合。

1_2 情報開示・他社への普及偏差

値

社外への情報開示と経営トップの取り組み、及び取引先への考慮と取り組み

の支援度合。

2_1 経営層の関与偏差値 健康づくり責任者の役職と取締役会・経営会議等での議題化の推進度合。

2_2 実施体制偏差値 専門職の担当者人数、産業医・保健師の関与、保健者への従業員の健康診断

データの提供、健保組合等保険者との協議・連携度合。

2_3 従業員への浸透偏差値 推進のための管理職に対する取り組み、従業員組織との協議、健康経営推進

担当者の設置度合。

3_1 目標設定、健診・検診等の活用

偏差値

健康経営の具体的な推進計画・目標数値、健康診断の実施、医療機関への受

診を促す取り組みに対する度合。

3_2 健康経営の実践に向けた土台

づくり偏差値

管理職および従業員への教育、コミュニケーションの促進や復職・私病との

両立支援への取り組み度合。

3_3 保健指導偏差値 特定保健指導実施率向上のための施策、特定健診・特定保健指導実施率の把

握度合。

3_4 生活習慣の改善偏差値 食生活の改善や運動増進に向けた取り組み、禁煙率低下や受動喫煙対策に関

する取り組み度合。

3_5 その他の施策偏差値 女性特有の健康関連課題や長時間労働者への対応、感染症予防に対する取り

組み度合。

4_1 健康診断・ストレスチェック偏差

値

従業員の健康診断、ストレスチェックの集計結果、従業員や組織の活性度の

度合。

4_2 労働時間・休職偏差値 正社員の労働時間・休暇取得の状況および疾病による休職・退職者数の把握

状況。

4_3 課題単位・施策全体の効果検

証・改善偏差値

健康経営の実施についての効果検証の度合。
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従属変数について、金融庁が公開している EDINET に記載されている財務指標のうち、

企業成長を多角的に観察するため「当期純利益」、「ROE」、「営業利益」、「時価総額」の 4 種

類を用い、自然対数変換を行った上で検証した。同じく財務指標の一つである「売上高」に

関しては、統制変数として使用している。 

独立変数は、健康経営度調査の大項目である「経営理念」、「組織体制」、「制度・施策実行」、

「評価・改善」の計 4 項目における偏差値を用いる。その後それぞれの大項目を構成する小

項目である「明文化・社内浸透偏差値」、「情報開示・他者への普及偏差値」、「経営層の関与

偏差値」、「実装体制偏差値」「従業員への浸透偏差値」、「目標設定、健診・検診等の活用偏

差値」、「健康経営実践の土台づくり偏差値」、「保健指導偏差値」、「生活習慣の改善偏差値」、 

 

表２  記述統計 

 

変数名 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

log (当期純利益) 530 0.3157 0.9052 -3.2539 4.9029

log (ROE) 485 0.0621 0.7675 -3.2888 2.7942

log (営業利益) 478 0.1596 0.8341 -3.5364 3.1685

log (時価総額) 536 0.2360 0.4227 -1.0067 2.4441

log (売上高) 536 12.2964 1.7459 7.8995 17.4306

log (従業員数) 574 7.3844 1.1361 5.0752 11.1571

経営理念・方針偏差値 (令和1年度) 1446 53.5198 8.6448 33.5 75.6

組織体制偏差値 (令和1年度) 1446 53.0243 8.2102 24.1 69.7

制度・施策実行偏差値 (令和1年度) 1446 53.0328 8.0338 26.4 70.3

評価・改善偏差値 (令和1年度) 1446 53.0100 8.0130 25.5 69.3

経営理念・方針偏差値 (令和3年度) 2000 53.6385 7.9570 28.7 69.8

組織体制偏差値 (令和3年度) 2000 53.5317 8.3385 23.6 67.8

制度・施策実行偏差値 (令和3年度) 2000 53.6980 8.5675 24.7 70

評価・改善偏差値 (令和3年度) 2000 53.7284 7.4543 19.8 67.5

1_1 明文化・社内浸透偏差値 2000 53.2802 7.7309 27.2 64

1_2 情報開示・他社への普及偏差値 2000 53.4468 8.3835 31.5 72.9

2_1 経営層の関与偏差値 2000 53.0608 6.8005 17 60.6

2_2 実施体制偏差値 2000 52.4464 9.0064 26.8 70.5

2_3 従業員への浸透偏差値 2000 52.9378 8.6575 30.3 64.5

3_1 目標設定、健診・検診等の活用偏差値 2000 52.8680 8.3573 19.2 67.5

3_2 健康経営実践の土台づくり偏差値 2000 52.8792 8.2984 20 66

3_3 保健指導偏差値 2000 52.4867 8.3653 19.7 62

3_4 生活習慣の改善偏差値 2000 52.8200 9.0413 27.4 71.1

3_5 その他の施策偏差値 2000 52.6144 9.2429 26.1 72.5

4_1 健康診断・ストレスチェック偏差値 2000 52.2953 8.4823 23.3 69.8

4_2 労働時間・休職偏差値 2000 51.8086 8.1219 12.7 68.5

4_3 課題単位・施策全体の効果検証・改善偏差値 2000 53.3064 6.3614 26.9 64.5
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「その他の施策偏差値」、「健康診断・ストレスチェック偏差値」、「労働時間・休職偏差値」、

「課題単位・施策全体の効果検証・改善偏差値」の計 13 項目を抽出し、それらを投入した

モデルも推定する。なお、統制変数としては各企業の売上高と従業員数を使用するが、企業

別の財務状況に左右されていると考えられるため、自然対数化して用いることとする。加え

て小項目の偏差値が公開されたのは 2021年度調査からであるため、大項目については 2019

年度と 2021年度の変化の分析10を行うが、小項目については 2021年度調査の横断面の分析

のみを行った。 

統制変数については、使用した従業員数に関しては有価証券報告書および民間給与実態

統計調査を基に抽出した 2021 年度における 2,000 社分の従業員数のデータを使用してい

る。 

 

４－２．推定方法 

 

 上記のデータを用い、4 種の財務指標を従属変数、計 17 項目の健康経営度を示す偏差値

を独立変数として、2019 年度と 2021 年度の健康経営度偏差値と財務指標の変化率を見る

モデルと、2021 年度の詳細項目に関する横断面の比較を行うモデルを推定した。両者とも

推定手法は、最小二乗法である。 

 

 

５．分析結果 

 

５－１．財務指標の変化率に健康経営が与える影響 

   

 はじめに、表 3 では、2019 年度および 2021 年度の 2 年度分の健康経営度を示す偏差値

と財務指標を用い、健康経営の推進が企業の財政的成長に与える効果を検証した。結果、全

てのモデルにおいて健康経営の統計的に有意な結果は見られなかった。その理由として、健

康経営度の大分類は抽象度が高く、各偏差値が企業の健康経営の何を表しているのかが判

然とせず、企業の業績への影響が観察しにくい可能性が考えられる。そこで、これらの健康

経営度の大分類の構成要素である 13個の詳細区分の偏差値に注目して財務指標への影響を

検証する。前述のように、この詳細区分の偏差値は 2019 年調査からのみ企業単位で公開が

はじまったもので、2023 年時点で単年度分の調査しか利用できないため、2021 年の企業デ

ータの横断面の分析を行う。 

 

 
10 従属変数、独立変数ともに 2019 年度および 2021 年度の 2 年度分のデータを用い、2021

年度の数値を 2019 年度の数値で割ることで、2 年間での経営偏差値の推移と財務指標の推

移を比較する。 
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表３  企業の業績に対する健康経営度の効果(変化率） 

  

 

５－２．単年度財務指標に健康経営が与える影響 

 

表 4 では、前項で用いた健康経営度偏差値の 4 項目の構成要素である 13 項目の詳細区分

の偏差値を用いて、2021 年度の健康経営度が同年の財務指標に与える効果を検証した。な

お、詳細項目 1 が「経営理念・方針偏差値」、詳細項目 2 が「組織体制偏差値」、詳細項目 3

が「制度施策実行偏差値」、詳細項目 4 が「評価改善偏差値」にそれぞれ属している。 

Model 1〜4 にわたって、健康経営の実践に向けた土台づくりを積極的に推進しているこ

とや、健康診断・ストレスチェックの結果が良好なほど、統計的に有意に財務指標に正の影

響を与えていることがわかる。ここでの「健康経営の実践に向けた土台づくり」とは、管理

職に対する従業員の健康保持および増進施策に関する教育実施の頻度やタイミング、ワー

クライフバランスの推進、職場のコミュニケーション活性化に向けた取り組みなどが内包

されている11。つまり、従業員の職場における働きやすさや健康管理における施策推進等の 

 
11 健康経営優良法人の認定に要する要件について、経済産業省は小項目「健康経営の実践

に向けた土台づくり」の構成要素に、管理職・従業員への教育やワークライフバランスの推
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表４ 財政指標に対する健康経営度（小項目別）の効果 

 

 

従業員の健康状態を底上げする側面と、定期的な健康診断の実施等による個別の健康状態

の把握をする側面という大きく分けて二つの健康経営の実施を推進することによって、企

業成長にプラスの効果があるといえる。 

加えて、Model 2 において、情報開示・他社への普及偏差値が ROE に対して統計的にや

や有意に正の効果をもたらしている。ROE 数値に関して、日本では、投資家における最低

基準の投資利回りが 8% (粟野ほか 2015) と言われており、それ以上の水準になることが求

められている。このことから、ROE を増加させると考えられる機関投資家をはじめとする

外部に対しての健康経営推進の情報公開は企業成長を促すといえよう。 

また、Model 1〜2 において、従業員への浸透偏差値が、当期純利益および ROE にやや

統計的に有意に負の効果を与えることがわかった。ここでの「従業員への浸透」とは、健康

経営の推進に際し、管理職にどれほどの権限を付与しているか、または従業員組織との協議、

 

進の取り組みの度合いに関する質問を含めている。https://www.meti.go.jp/shingikai/mono 

_info_service/kenko_iryo/kenko_toshi/pdf/009_s02_00.pdf (2023 年 11 月 23 日)。 
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情報共有の方法、健康経営推進の担当者の有無を表している。この結果について、企業成長

に劣る企業ほど、健康経営の中でも特に従業員との健康課題に対する共有や中長期的な施

策を共同で考案するなど、従業員や職場への健康経営の浸透に注力する傾向があると推論

できる。 

 

 

６．結論 

 

本稿では、2019 年度および 2021 年度の経済産業省実施の健康経営度調査データを用い

て、健康経営と企業成長との関係性を明らかにしてきた。分析結果からは主に 3 点の結果

を得ることができた。1 点目に、健康診断やストレスチェックの結果が良好であるほど、ま

た管理職をはじめとする企業上層部に対する健康経営に関わる教育を推進しているほど、

少なくとも企業成長につながることがわかった。前者については、いくつかの先行研究にお

いてすでに実証済みである (e.g. 黒田・山本 2014)。一方で、健康経営に関する従業員への

教育的支援が企業成長にプラスの効果を与えることが示唆されたのは、新たな知見である

といえる。2 点目に、健康経営、つまり健康経営に関する対外的な情報開示は、企業イメー

ジのみならず財務的な側面においても企業成長を少なからず促進させる効果があることが

わかった。 

上記の知見から、企業が健康経営の推進する際には、特に管理職を含めた従業員に対する

健康経営の認知や教育の促進を図るべきといえる。具体的には、外部講師および社内担当者

による対面セミナーの積極的な実施の他に、ウェビナーや e ラーニングをはじめとしたオ

ンライン媒体も活用しながら、ヘルスリテラシーや健康保持・増進に特化した学習機会を底

上げすることによって、少なからず財務面での経済成長が期待できると考えられる。 

上記の具体例として、国内企業同士が協業し、「健康経営推進コース」という新たな e ラ

ーニングサービスを実装することで、従業員が小休憩中に気軽にできるストレッチなどを

提供する事業内容も既に存在している12。健康経営と従業員とのタッチポイントを増やす工

夫は、健康経営推進の大きな一助となるとも考えられる。 

最後に、本稿の研究の限界として、検証結果に一定のバイアスがある点が挙げられる。今

回使用した健康経営調査の企業 2000 社のデータは、あくまでも情報開示に同意した企業の

みが公開されていることから、健康経営について評価が振るわなかった企業は公開に至っ

ていない可能性を拭いきれず、調査対象に偏りが生じている可能性がある。今後、より精緻

な検証を行うためには、企業規模や財務状況において偏りのないデータでの実証が求めら

れる。また、先に述べたように、日本国内における健康経営は未だ年数の蓄積が十分でない。

 
12 株式会社ファンケルとライトワークスは協業によって健康知識を手軽に学べるオンライ

ンサービスを提供している。https://www.nikkan.co.jp/releases/view/146967 (2023 年 11 

月 22 日)。 
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そのため、より中長期的な視座から、再度企業成長との関係性について実証的な検討をする

必要があるだろう。 
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